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第１章 基本的な考え方 
 

１ 業務継続計画（ＢＣＰ）について 
業務継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）は、大規模災害等により、

“人”、“物”、“情報”等、利用できる資源が制約される状況下で、非常時に優先し

て行うべき業務（非常時優先業務※）を特定するとともに、非常時優先業務の継続に

必要な資源の確保、業務の執行体制や対応手順等をあらかじめ定め、適切な業務執

行を行うことを目的とした計画である。 

なお、本市の計画策定にあたっては、「市町村のための業務継続計画作成ガイド」

（平成 27 年５月／内閣府）に基づき、下記の“特に重要な６要素”を盛り込んで作

成した。 

 

【特に重要な６要素】 

 

１．首長不在時の明確な代行順位及び職員の参集体制 

   ２．本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定 

   ３．電気、水、食料等の確保 

   ４．災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保 

   ５．重要な行政データのバックアップ 

   ６．非常時優先業務の整理 

  
（出典：「市町村のための業務継続計画作成ガイド」平成 27 年５月 内閣府） 

 
【※非常時優先業務】 

大規模な災害時にあっても優先して実施すべき業務を指し、具体的には、災害応急対策業務や

早期実施の優先度が高い復旧・復興業務等（これらを「応急業務」と総称）のほか、業務継続の

優先度の高い通常業務が対象となる。 

 

○非常時優先業務のイメージ 

 
（出典：「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」平成 28 年２月 内閣府） 
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○業務継続計画の策定に伴う効果の模式図 

 

 
 

（出典：「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」平成 28 年２月 内閣府） 
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２ 業務継続計画の位置付け 
“地域防災計画”は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、大規模な地震災害

に対処すべき措置事項を中心に、市民の生命、身体及び財産を守るため、災害の予

防、応急対策及び復旧に関し、実施すべき事務や業務について定めた基本的な計画

である。 

一方、“業務継続計画”は、市の機関が被災したことにより機能が低下し、利用で

きる資源に制約がある状況下において、非常時優先業務の目標管理など市の緊急時

の対応力を高めるための組織マネジメント改善に主眼を置いた計画である。 

 

○計画の位置付けイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○“地域防災計画”と“業務継続計画”の関係（内容の主な相違点） 

 地域防災計画 業務継続計画 

作成主体等 地方防災会議が作成し、都道府県、

市町村、防災関係機関等が実施する計

画である。 

都道府県又は市町村が作成し、自ら

が実施する計画である（※１）。 

計画の趣旨 災害対策基本法に基づき、発災時又

は事前に実施すべき災害対策に係る実

施事項や役割分担等を規定するための

計画である。 

発災時に必要資源に制約がある状況

下であっても、非常時優先業務を目標

とする時間・時期までに実施できるよ

うにする（実効性の確保）ための計画

である。 

行政の被災 行政の被災は必ずしも想定する必要

はないが、業務継続計画の策定などに

よる業務継続性の確保等については計

画に定める必要がある（※２）。 

行政の被災を想定（庁舎、職員、電

力、情報システム、通信等の必要資源

の被災を評価）し、利用できる必要資

源を前提に計画を策定する必要があ

る。 

対象業務 災害対策に係る業務（災害予防、災

害応急対策、災害復旧・ 復興）を対象

とする。 

非常時優先業務を対象とする（災害

応急対策、災害復旧・復興業務だけで

なく、優先度の高い通常業務も含まれ

る）。 

業務開始目標 

時間 

業務開始目標時間は必ずしも定める

必要はない。 

非常時優先業務ごとに業務開始目標

時間を定める必要がある（必要資源を

確保し、目標とする時間までに、非常

時優先業務を開始・再開する）。 

業務に従事する

職員の水・食料

等の確保 

業務に従事する職員の水・食料、ト

イレ等の確保に係る記載は、必ずしも

記載する必要はない。 

業務に従事する職員の水・食料、ト

イレ等の確保について検討のうえ、記

載する必要がある。 

 
 
 

内閣府 防災基本計画 

常滑市地域防災計画 

“何をやるか” 

愛知県 地域防災計画 

常滑市業務継続計画 
【南海トラフ地震想定】 

“誰がどのようにやるか” 

整合 

整合 
補完 

災害対策基本法 
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※１ ただし、関係事業者やその他の防災関係機関とも連携を図るとともに、当該機関等の業務（事業）継続計画との整合性

を確保する必要がある。 

※２ 防災基本計画等への位置付けのほか、地域防災計画の作成の基準となるべき事項を示した消防庁防災業務計画において

は、業務継続計画の策定などによる業務継続性の確保等について地域防災計画に定めるものとしている。 

（出典：「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」平成 28 年２月 内閣府） 

 
３ 基本方針・対応方針 

常滑市で大規模な災害が発生し、行政の機能が低下する場合であっても、次に挙

げる基本方針・対応方針に基づいて非常時優先業務を継続して行うことで、その機

能を維持する。 

 

（１）基本方針 

次に挙げる基本方針に基づいて、非常時優先業務の選定及び資源の確保、配分等

の検討を行う。 

ア．行政機能を維持し、市民の生命、身体及び財産の保護に努める。  

イ．業務継続に必要な資源の確保、配分、活用に努める。 

ウ．市民生活・社会基盤の早期安定・復旧に努める。 

 

（２）対応方針 

 基本方針に基づき、次に挙げる対応方針により非常時優先業務を実施する。 

ア．あらかじめ非常時優先業務と休止する業務を選別しておき、発災時には非常時

優先業務を最優先に実施する。 

イ．非常時優先業務の実施に必要となる人員や資機材等の資源の確保・配分は、全

庁横断的に調整することとする。 

ウ．市役所の業務停止による社会基盤・市民生活への影響が大きい通常業務につい

ては、可能な限り継続して行い、通常の業務レベルに近づけるよう努めること

とする。 
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第２章 被害想定 
 

１ 想定地震  

本市において甚大な被害が発生すると予測されている「南海トラフ地震」を想定

地震とする。 

 

２ 被害想定 

平成 26 年５月に愛知県防災会議地震部会が公表した「愛知県東海地震・東南海地

震・南海地震等被害予測調査報告書」で示され、愛知県が地震・津波対策を進める

上で軸としている「過去地震最大モデル※」を活用する。 

 
【※過去地震最大モデル】 

南海トラフで繰り返し発生している地震・津波のうち、発生したことが明らかで規模の大きい

もの（宝永、安政東海、安政南海、昭和東南海、昭和南海の 5 地震）を重ね合わせたモデルで

ある。当モデルでは、ライフライン被害や避難者数まで示されており、愛知県をはじめ、県内各

市町村においても災害対策上の指針としている被害想定である。 

 

○被害想定一覧（過去地震最大モデル） 

最 大 震 度 ６強 

最 大 津 波 高 4.4ｍ 

最短津波到達時間（津波高 30 ㎝の到達時間） 58 分 

浸水面積（浸水深１㎝以上） 360ha 

死 者 数 

（冬深夜５時発災・早期避難

率低の場合） 

建 物 倒 壊 な ど 約 20 人 

浸 水 ・ 津 波 約 80 人 

火 災 被害わずか 

重 傷 者 数 

（冬深夜５時発災・早期避難

率低の場合） 

建 物 倒 壊 な ど 約 40 人 

浸 水 ・ 津 波 約 10 人 

火 災 被害わずか 

軽 傷 者 数 

（冬深夜５時発災・早期避難

率低の場合） 

建 物 倒 壊 な ど 約 400 人 

浸 水 ・ 津 波 約 20 人 

火 災 被害わずか 

建 物 被 害 
（全壊・焼失棟数、冬夕方 18

時発災） 

ゆ れ 約 400 棟 

液 状 化 約 10 棟 

浸 水 ・ 津 波 約 200 棟 

急 傾 斜 地 崩 壊 な ど 約 20 棟 

火 災 約 10 棟 

ラ イ フ ラ イ ン 被 害 
（発災１日後、冬夕方 18 時発

災） 

上 水 道 (断 水人 口 ) 約 54,000 人 

下水道（機能支障人口） 約 22,000 人 

電 力 （ 停 電 軒 数 ） 約 28,000 軒 

固定電話（不通回線数） 約 10,000 回線 

携帯電話（停波基地局） 81％ 

都市ガス（復旧対象戸数） 被害わずか 

ＬＰガス（機能支障世帯数） 約 2,500 世帯 

避 難 者 数 
（冬夕方 18 時発災） 

１ 日 後 約 11,000 人 

１ 週 間 後 約 10,000 人 

１ ヶ 月 後 約 2,700 人 
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第３章 業務継続体制 

 

１ 計画の発動・解散基準 
（１）計画の発動基準 

本計画は、以下の災害が発生した場合に発動する。 

  災害の状況により職員への非常連絡が困難な場合があるため、職員は発動基準

に達したと判断した時点で自動的に登庁して所定の配備体制につくものとする。 

震度６弱以上 

 市内に震度６弱以上の地震が発生した場合、本計画を自動発動する。 

震度５強以下 

 市内に震度５強以下の地震が発生した場合は、被害状況に応じ、災害対策本部

長(市長)宣言によって、本計画を発動する。 

 

（２）解除基準 

  災害対策本部長（市長）は、災害応急対策業務が概ね完了したと認めたときは、

本計画の解除を宣言する。 

  ただし、各部・局長は、解除の宣言前であっても、災害応急対策業務の進捗状

況に応じて、休止した通常業務を再開させるものとする。 

 

（３）計画の発動及び終結の周知 

  市は、本計画の発動又は解除を行った場合、市ウェブサイト、ＣＡＴＶ及び報道

機関などを通じて市民に広く周知し、市の業務体制の移行について、市民・企業

等に理解と協力を求める。 
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２ 業務継続の体制     
常滑市地域防災計画では、地震の発生、または発生するおそれがある場合は、次

の基準により、迅速かつ的確な災害応急活動を実施する体制を確立することとして

おり、業務継続計画もこの体制によるものとする。 

 

○災害対策本部非常配備基準（地震災害）及び業務継続計画（ＢＣＰ）発動基準 

BCP 配備 配備基準 配備内容／任務 

状
況
に
応
じ
て
災
害
対
策
本
部
長
（
市
長
）
に
よ
り
発
動 

（
災
害
対
策
本
部
第
１
） 

第
１
非
常
配
備 

１ 市域に震度４の地震が発生し

たとき 

２ 伊勢・三河湾に津波注意報が

発表されたとき 

３ 南海トラフ地震臨時情報（調

査中）が発表されたとき 

４ その他必要により本部長（市

長）が指令したとき 

【本庁】 

 防災危機管理課長、防災危機管理課及び

必要に応じて市長が指名する職員 

【消防本部及び出張所】 

 消防署当直者 

 

１ 地震情報及び被害情報の収集 

２ 各部長（本部員）への連絡 

３ 第２非常配備職員への招集及び連絡 

４ その他防災危機管理監の指示する事項 

 

（
災
害
対
策
本
部
第
２
） 

第
２
非
常
配
備 

１ 市域に震度５（弱・強）の地

震が発生したとき 

２ 伊勢・三河湾に津波警報が発

表されたとき 

３ 南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意・巨大地震警戒）が

発表されたとき 

４ その他必要により本部長（市

長）が指令したとき 

【本庁】 

 本部員、防災危機管理課職員及び災害対

策本部非常配備表に定める非常配備体制配

備職員（情報班、避難所管理班、現場対応

班）、その他各所属長の指名する職員 

なお、防災危機管理監、建設部長、消防長

は、災害対策本部内に災害対策調整者を置く

ことができる。 

【消防本部及び出張所】 

 主幹以上職員、配備職員及び当直職員 

【各班長】 

 各班長（所属長）及び各班長の指名する者 

 

１ 地震情報及び被害情報の収集 

２ 関係機関等への連絡 

３ 第３非常配備職員への招集及び連絡 

４ その他各部長の指示する事項 

 

自
動
発
動 

（
災
害
対
策
本
部
第
３
） 

第
３
非
常
配
備 

１ 市域に震度６弱以上の地震が

発生したとき。 

２ 伊勢・三河湾に大津波警報が

発表されたとき。 

３ 市内に重大な被害が発生した

とき。 

４ その他必要により本部長（市

長）が指令したとき 

 

【全庁・全施設】 

所要人員全員 

 

１ 地域防災計画で定める各部、支部及び各

班の所掌事務 

２ その他本部長（市長）の指示する事項 
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○災害対策本部組織図 

令和６年４月１日 

  

副本部長 財 政 班 財 政 課 長 財 政 課 員

本部長

総 務 部 長

総 務 班

本部室 部 名 部 長 等 班 名 班 長

本部員 税 務 班 税 務 課 長 税 務 課 員

本部員会議

班 員
防災危機管理課員

施 設 班 施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ課 施設ﾏ ﾈｼ ﾞ ﾒ ﾝﾄ課員

総 務 課 長 総 務 課 員

本部長 市 長 室長 防災危機管理監 情 報 政 策 班 情 報 政 策 課 長 情 報 政 策 課 員
企 画 部 企 画 部 長

秘 書 班
秘 書 広 報 課 長 秘 書 広 報 課 員

本部室 広 報 班
本部員会議 情報連絡室 職 員 班

教 育 長 総 務 課
第 2 協 力 班

議 事 課 長 議 事 課 員
ﾎﾞｰﾄﾚｰｽ事業局長

副本部長 副 市 長 防災危機管理課 第 １ 協 力 班 企 画 課 長

防 災 危 機 管 理 監

市 民 生 活 部 市 民 生 活 部長

本部員

健 康 推 進 課 長

市 民 協 働 班 市 民 協 働 課 長 市 民 協 働 課 員

職 員 課

監査 委 員 事 務 局 員
病 院 事 業 管 理 者 出 納 班 会 計 課 長 会 計 課 員

企 画 課

監査委長事務局

福 祉 班 福 祉 課 長 福 祉 課 員

企 画 部 長 衛 生 班 生 活 環 境 課 長 生 活 環 境 課 員

市 民 生 活 部 長

総 務 部 長

高 齢 介 護 班 高 齢 介 護 課 長 高 齢 介 護 課 員

建 設 部 長

子育て支援班 子育て支援課長 子 育 て 支 援 課 員

福 祉 部 長 福 祉 課
高 齢 介 護 課

都 市 計 画 課

下 水 道 課

土 木 課 長 土 木 課 員

下 水 道 班 下 水 道 課 長

経 済 振 興 課 員

病 院 事 務 局 長
観 光 戦 略 班

観 光 戦 略 課 長 観 光 戦 略 課 員

議 会 事 務 局 長

兼魅力創造室長 魅 力 創 造 室 員

ﾎ ﾞ ｰ ﾄ ﾚ ｰ ｽ 事 務 局 次 長 経 済 部 経 済 部 長
経 済 振 興 班 経 済 振 興 課 長庶 務 課

その他各部長の

指 名 す る 職 員

消 防 長

室員
構成

学校教育課付課長 教 職 員

（警備消防部）
部 名 部 長 等 班 名 班 長 班 員

下 水 道 課 員

水 道 班 水 道 課 長 水 道 課 員

教 育 部 教 育 部 長
管 理 班 学 校 教 育 課 長 学 校 教 育 課 員

学 校 班

建 設 部 建 設 部 長

都 市 計 画 班 都 市 計 画 課 長 都 市 計 画 課 員

土 木 班

（支　　　　　部）
部 名 部 長 等 班 名 班 長 班 員

消 防 課 員

消 防 団 団 長 警 備 班 副 団 長 団 員

部 名 消 防 長
庶 務 班 庶 務 課 長 庶 務 課 員

協 力 班 予 防 課 長 予 防 課 員

警 防 班 消 防 課 長

市 民 病 院 院 長
災 害 診 療 班 副 院 長 医 療 職 員
災 害 事 務 班 管 理 課 長 事 務 職 員

ボー トレース
事 務 局

ボートレース
事務局次長

管 理 班 経 営 企 画 課 長 経 営 企 画 課 員

業 務 班
開 催 運 営 課 長 開 催 運 営 課 員

施 設 警 備 課 長 施 設 警 備 課 員

南学校給食共同調理場長

公 民 館 公 民 館 長 管 理 班 公 民 館 長 －

とこ なめ 陶の森 館 長 管 理 班 館 長 と こ な め 陶 の 森 職 員

学 校 給 食
場 長

北 給 食 班 学校給食共同調

理 場 長

北学校給食共同調理場長

浄化センター 下 水 道 課 長 管 理 班 下 水 道 課 長 浄 化 セ ン タ ー 職 員

福 祉 部 福 祉 部 長

こども健 康部 こども健康 部長

 子育て総合支援センター

指 導 主 事 管 理 班 各 園 （ 館 ） 長 各 園 （ 館 ） 職 員保育園・児童館

こども園

市民文化会館
生 涯 学 習

ス ポ ー ツ 課
管 理 班

生 涯 ス ポ ー ツ
－

課 長

共 同 調 理 場 南 給 食 班

（本　　　　庁）

こ ども健康 部長

財 政 課
施 設 ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ 課

総 務 部

本部班防災危機管理監市長直轄組織 防災危機管理課長

水 道 課教 育 部 長

こども保 育班 こども保育 課長 こ ど も 保 育 課 員

保 険 年 金 班 保 険 年 金 課 長 保 険 年 金 課 員

経 済 部 長

情 報 政 策 課

健 康 推 進 課 員健 康 推 進 班

市 民 窓 口 班 市 民 窓 口 課 長 市 民 窓 口 課 員

企 画 課 員

職 長 課 長 職 員 課 員

秘 書 広 報 課
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３ 首長不在時の代行順位 
大規模災害時に、災害対策本部長（市長）が不在の場合であっても、迅速かつ適

切な意思決定を行うために、あらかじめ以下のとおり事案決定の代行順位を定める。 

 

○職務代行順位表 

災害対策本部長（市長）の職務代理者 

の代行順序 

第１順位 副市長 

第２順位 総務部長 

第２順位以下は、常滑市事務分掌

条例第２条（部の設置）の記載順 

各部長職務権限の代理行使者 部・局主管課長 
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４ 職員の参集予測 
発災後の人的資源の確保として、職員の参集状況を把握するため、以下の条件に

より機械的に試算した。 

 

【参集予測の条件設定】 

項目 内容 

対象職員 

557 人 ／（令和６年４月１日現在） 

※病院事業・モーターボート競走事業のプロパー職員及び会計年度職

員を除く。 

参集距離 自宅から勤務地までの通勤距離を用いる。※直線距離ではない。 

時間区分 
「１時間以内」、「３時間以内」、「１日以内」、「３日以内」、「４～６日

以内」、「７日目～１ヶ月」とする。 

参集手段 
発災から３日目は、交通機関の被害を想定し、徒歩（３km/h）を基本

とする。４日目以降は、徒歩に加え、交通機関の復旧を想定する。 

参集率 

阪神・淡路大震災時の関係自治体の４日目までの参集率約 76％を参考

に、より甚大な被害を想定し、６日目までは参集可能範囲に居住する

人数に 70%を、７日目～１ヶ月は、98％※を乗じて参集人数を算出す

る。 
※最終的に職員の２％が自身や家族の被災により参集できないことを想定する。 

 

【主要条件一覧】 

時間経過 参集手段 参集可能職員数の試算方法 

～１時間以内 

徒歩（３km/h） 

勤務地から３㎞圏内の職員の 70％が参集 

～３時間以内 
勤務地から９㎞圏内の職員の 70％が参集 

（概ね常滑市内及び近隣市町） 

～１日以内 
勤務地から 12 ㎞圏内の職員の 70％が参集 

（概ね近隣市町） 

～３日以内 
勤務地から 20 ㎞圏内の職員の 70％が参集 
（概ね知多半島内：東海市、大府市、南知多町など） 

４～６日以内 徒歩（３km/h）及び 

交通機関も復旧 
居住地に関係なく、全職員の 70％ 

７日目～１ヶ月以内 居住地に関係なく、全職員の 98％ 

 

【参集予測結果（対象人数：557 人）】 

 ～１時間 

（３㎞圏内） 

～３時間 

（９㎞圏内） 

～１日 

（12 ㎞圏内） 

～３日 

（20 ㎞圏内） 
４～６日 

７日目～ 

１ヶ月以内 

参集人数 161 人 300 人 338 人 368 人 390 人 546 人 

参集率 28.8％ 53.8％ 60.6％ 66.0% 70.0% 98.0% 
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５ 本庁舎が使用できなくなった場合の代替庁舎の特定    
本庁舎が使用できなくなった場合を想定し、災害対策本部及び一般事務の代替庁

舎を以下のとおり定める。 

 

（１）災害対策本部の代替庁舎：常滑市消防本部 

   常滑市消防本部２階で本部機能を確保する。 

（２）その他の行政機能の代替庁舎：常滑市体育館 

  基本的には常滑市体育館（サブアリーナ）としつつ、ネットワークの被災状

況により、特に住民情報を利用する業務に関しては、常滑市保健センターで行

うことを想定する。 

 

施設名 
構

造 
階数 

延床 

面積 

建築 

年 

耐
震
性 

津
波 

土
砂
災
害 

液

状

化 

市本庁

舎との

距離 

使用用途 

常滑市 

消防本部 

RC 

造 

地上

２階 

2,940

㎡ 
H24.4 〇 〇 〇 〇 350m 災害対策本部 

常滑市 

体育館 

SRC

造 

地上

３階 

9,033

㎡ 
H5.3 〇 〇 〇 〇 4.5 ㎞ 一般事務 

常滑市 

保健センター 

RC 

造 

地上 

６階 

661 

㎡ 
H27.5 〇 〇 〇 〇 3.0 ㎞ 

一般事務 
(特に住民情報関係業務) 

※代替庁舎全般において、キャビネットの固定、ガラス飛散防止対策が必要である。  

 

○参考：本庁舎の現状 

施設名 構造 階数 延床面積 建築年 
耐
震
性 

津
波 

土
砂
災
害 

液
状
化 

必要な対策 

常滑市 

本庁舎 

S 造 

基礎免

震構造 

地上

３階 
9,792.46 ㎡ R3.3 ○ ○ ○ ○ 

・キャビネットの固定 
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６ 電気、水、食料等の確保 
（１）非常用発電機と燃料の確保 

災害時に停電した場合は、非常用自家発電機によって 72 時間分の電源確保を図

ることを目標とする。 

施設状況 課題 

【常滑市本庁舎】 

・非常用発電機／あり 

・燃料／Ａ重油 6,950L 

・出力／280Kw 

・利用可能時間／約 86 時間(100%負荷) 

※他に太陽光発電（出力 25.2Kw）と蓄電

池（蓄電池容量 11.2Kw）あり 

※非常用発電機稼働時の照明使用の可否

は別紙１「市庁舎非常用発電機系統図」

のとおり。 

 

 

・定期的に燃料を補充する必要があ

る。 

・連続で 80～100 時間運転したら、30

分ほど停止させ、潤滑油を補充する

必要がある。 

【常滑市消防本部】 

・非常用発電機／あり 

・燃料／軽油 190L（別途 1,000L 備蓄） 

・出力／120Kw 

・利用可能時間／約 35 時間(100％負荷) 

 ※消防の通常利用では、概ね３日分対

応可能。 

 

 

・６時間程度で備蓄燃料を補充する必

要がある。 

【常滑市保健センター】（市民病院内） 

・非常用発電機／あり 

・燃料／Ａ重油 40,000L 

・出力／800Kw 

・利用可能時間／約 72 時間(常用の 75％

利用) 

 

― 

【常滑市体育館】 

・非常用発電機／あり 

・燃料／Ａ重油 4,000L 

・出力／178Kw 

・利用可能時間／約 72 時間(施設の一部

装置のみ対応) 

※他に太陽光発電(出力 10kw)と蓄電池

（蓄電容量 15KWh）あり 

 

 

 

・非常用発電機は施設の一部装置（ス

プリンクラー、エレベーター、誘導

灯等）を稼働させるためのもの。 

・館内の電灯及び水回り関係は、非常

用発電機から電力が供給されないた

め、停電時は使用不能。 

・事務所、１階トイレで使用する電力

は、太陽光発電のものを使用してい

るため、停電時も利用可能。 
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現状と課題 

・非常用自家発電機の備蓄燃料に限りがあるため、令和６年８月、燃料供給に係

る災害協定を市内事業者と締結し、災害時の非常用発電機や公用車の燃料を確

保した。 

・非常用自家発電機の操作可能要員が限られている。 

 

必要な対策 

・非常用発電機稼働時下における利用設備制限のルール化が必要。 

・災害時に円滑に非常用発電機が稼働するための操作訓練を行い、操作可能な要員

を増やす。 

 

（２）水・食料の確保 

 業務を実施する職員のための飲料水や食料等は、最低１週間分の確保を図る。 

現状と課題 

【各施設共通】 

・職員は、各自の責任において職場に飲料水・食料を備蓄することを原則としてい

るが、各自に委ねているため備蓄が進んでいない。 

 

必要な対策 

・共同購入による斡旋又は市費での購入を検討する。 

・備蓄スペースを確保する。 

・個人ロッカー等に備蓄を進めるとともに職員の自宅における備蓄を促し、一定分

を持参の上参集する。 

・協定締結事業者の流通備蓄を利用する。 

 

（３）消耗品（用紙）・トイレの確保 

 情報システム機器等に障害が生じた場合などを想定して、コピー用紙やトナー

を確保する。また、水洗トイレが使用不可となる場合を想定して、仮設トイレや

携帯トイレ（凝固剤、排便袋）、トイレットペーパー及び蓋付きポリバケツ等の確

保を図る。 

現状と課題 

【消耗品（用紙）】 

・市役所では、在庫が切れそうになると、１ヶ月分（平均 19 万枚）をまとめて購

入することとなっており、時期によっては災害時に不足が生じる可能性がある。 

【トイレ】 

・各指定避難所には、避難者用として仮設トイレと携帯トイレ（凝固剤、排便

袋）、トイレットペーパー及び蓋付きポリバケツ等を備蓄しているが、市庁舎の

備蓄が不足している。 
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必要な対策 

【消耗品（用紙）】 

・常時１～２週間分の用紙の確保をする。 

【トイレ】 

・市庁舎用としての携帯トイレ（凝固剤、排便袋）、トイレットペーパー及び蓋付

ポリバケツ等の備蓄の検討を進める。 
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７ 災害時にもつながりやすい多様な通信手段の確保  
  断線、輻輳等により固定電話、携帯電話等が使用不能な場合においても、防災

無線をはじめとした災害時に使用可能である多様な通信手段を確保する。 

 

（１）愛知県高度情報通信ネットワーク(愛知県防災行政無線) 

現状と課題 

・平成 15 年度に整備した無線ネットワークで、県機関、県内市町村、防災関係機

関において地上系・衛星系に二重化して整備されており、関係機関との情報共

有が可能である（市役所３階防災無線室及び防災危機管理課執務室、消防本部

情報管理室に設置）。 

・平成 27 年度から L アラート※１連携が開始され、被害状況等の情報はマスコミ等

にも自動的に提供されるようになった。 

・愛知県高度情報通信ネットワークは、令和７年度にシステムや機器が更新さ

れ、次世代愛知県高度情報通信ネットワークとして再構築される。 

【※１ Ｌアラート】 

災害時の地域の安心・安全に関する公的な情報の配信を簡素化・一括化し、テレビやインタ
ーネットなどのメディアを通じて、地域住民に迅速かつ効率的に情報提供するシステム 

 

 

必要な対策 

・災害対策本部設置時の情報連携体制の整備を図る。 

・操作研修への参加や操作マニュアルの整備により、操作可能な職員を増やす。 

 

 

（２）防災行政無線（移動系） 

現状と課題 

・防災に関する情報の収集、伝達等を図るため、令和元年度、令和２年度に移動

系防災行政無線（800MHz 帯デジタル MCA 無線）を 30 台更新整備し、市役所や避

難所、医療救護所、防災関係機関（消防本部、市民病院、常滑警察署）に配置

している。 

 

必要な対策 

・訓練・研修等により操作方法に習熟する機会を確保する。 
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（３）電話・通信等 

現状と課題 

・主要公共施設の電話は災害時優先電話に指定されている。また、各区長（28

区）に災害時優先携帯電話を配置している。災害時優先電話は、一般の電話よ

り輻輳しづらいが、通信会社の送受信設備の障害により不通となる可能性があ

る。 

・市役所の代替庁舎における電話の回線数に限りがある。 

 （市消防本部：６回線【３】、市体育館：３回線【１】） 

 ※【 】は災害時優先電話の回線数  

・令和６年７月、一般回線等の電話や通信インフラが不通になった場合の各関係

機関等への連絡手段として、衛星携帯電話（イリジウム４台）を災害対策本部

に整備した。 

・平成 30 年、NTT 西日本㈱と覚書を締結し、事前設置型特設公衆電話を各避難所

に整備した。大規模災害時等において避難所の被災者等が無料で使用すること

ができる。 

・避難所となる公共施設（市体育館、とこなめ市民交流センター、青海公民館、

南陵公民館）及び小中学校には Wi-Fi が整備された。 

・小中学校の Wi-Fi は、平時は一般利用できないが、災害時には「00000JAPAN」

として避難者に無料開放を行うことができる。「00000JAPAN」の ON/OFF は、学

校教育課執務室、又は３階サーバー室にある専用端末から行う必要があり、操

作要員の確保や無料開放の基準の検討が必要である。 

 

必要な対策 

・代替庁舎における災害時優先電話の回線確保を検討する。 

・「00000JAPAN」（ファイブゼロ・ジャパン）の運用要領及び操作マニュアル

を整備する。 

 

 

（４）住民への情報伝達手段（同報系防災行政無線、緊急速報メール等） 

現状と課題 

・平成 29 年度・30 年度、同報系防災行政無線（同報無線）を整備し、屋外に設置

した拡声子局を通じて、緊急・災害情報などをより早く、より多くの人へ一斉に

伝達することが可能となった。拡声子局からの距離や地形、周辺建物の立地状況

等により、放送が聞きやすい場所、聞きにくい場所に差が生じている。 

・令和元年度から、同報無線の内容を屋内で聞くことができる防災ラジオを有償頒

布したが、据置式のため不在時には聞くことができない欠点がある。また、防災

ラジオ製造に必要な部品の供給体制が不安定であるといった課題があり、令和５

年度に市公式防災アプリ「とこなめ防災」を整備したことに併せて防災ラジオの

販売を中止した。ただし、令和６年度以降も防災ラジオの使用は可能である。 

・LINE ヤフー㈱と「災害に係る情報発信等に関する協定」を締結しており、災害時

の市 HP へのアクセスを LINE ヤフー㈱が作成する「キャッシュサイト」を利用し

て分散することで、市 HP が閲覧しづらい状況になることを防ぐことができる。
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災害時には、市 HP の軽量化を図ることで、サーバーへのアクセス負荷を軽減す

ることができる。 

・緊急速報メールは、携帯電話事業者４社（NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンク、楽

天モバイル）で情報提供可能であり、愛知県防災情報システムから一括送信する

ことができる。 

・愛知県高度情報通信ネットワークの L アラート連携により、マスコミ等へ即時に

情報提供が可能である。 

・災害情報については、同報無線、緊急速報メールのほか、市 HP、市公式 SNS

（LINE、Facebook、Ⅹ）、CCNC 行政情報等を通して配信しているが、それぞれ個別

に入力する必要があり、速やかな情報配信のため操作人員の確保が課題であった

ため、令和５年度、同報無線と防災ラジオの課題を解決するため、防災ラジオの

代替となる防災アプリや同報無線メールを整備するとともに、災害情報をワンオ

ペレーションで同時に市 HP、市公式 SNS（LINE、Facebook、X）、CCNC に対して一

括配信できる災害情報伝達システムを構築した。 

 

必要な対策 

・災害情報を迅速かつ的確に各メディアを通じて伝達できるようにシステム操作訓

練を定期的に実施し、操作可能な要員を増やす。 

・市内在住在勤者に対して、有効かつ確実な災害情報伝達となるように、周知、啓

発、訓練を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 
 

８ 重要な行政データのバックアップとシステム環境の整備 
災害時の被災者支援や住民対応には行政データが不可欠であるため、業務の遂

行に必要となる重要な行政データのバックアップを確保する。また、優先業務を

円滑に行うことができるようシステムの多重化を図る。 

 

現状と課題 

【各施設共通】 

・日常の行政サービスで使用している住民情報データ全般を民間のデータセンタ

ーに保管している。 

・各サーバーの緊急停止時の再起動は、関係事業者と一部職員しか行うことがで

きない。 

 

必要な対策 

・各システムに関する事前対策や復旧手順、代替方法を確立する。 

・各システムの早期復旧のため、保守点検業者と災害時の連携体制について検討

する。 

・各部署における非常時優先業務の遂行に必要となるデータの紙媒体での保管に

ついて検討する。 

・必要な対策を計画的かつ迅速に進めるため、情報政策課において情報システム

に関するＢＣＰ（ＩＣＴ－ＢＣＰ）を策定。 
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９ 非常時優先業務の整理  
（１）非常時優先業務の考え方 

ア 市全体の業務のうち、発災直後～１ヶ月以内に着手する必要がある業務 

イ 設定した目標状況に到達すべき業務 

ウ 「常滑市地域防災計画」に掲げる業務のうち、災害発生時に生じる応急対策業務 

エ 「常滑市事務分掌規則」等に掲げる業務のうち、特に継続実施が不可欠な業務 

 

（２）非常時優先業務の選定結果 

  市全体で、応急業務 377 件、優先度の高い通常業務 317 件、合計 694 件の非常

時優先業務を選定した。[別紙２参照] 

全業務数 
非常時優先業務数 

休止業務数 
全業務数に対する非常

時優先業務の割合  応急業務 優先度の高い通常業務 

1,017 691 374 317 326 68％ 

 

（３）非常時優先業務種別 

市民の生命、身体及び財産の保護、市内の社会経済活動の維持に重大な影響を及

ぼすため、優先的に対策を講ずべき業務の開始目標時間を以下のとおり分類する。 

優先度 選定基準 該当する業務の考え方 

Ａ 

Ａ１ 発災後１時間以内に業務に着手 

・初動体制の確立 
・被災状況の把握 
・消火・救助・救急の開始 
・継続しなければならない業務の被害状

況の把握、復旧の準備 

Ａ２ 発災後３時間以内に業務に着手 

・避難所の開設 
・広域応援要請 

Ａ３ 発災後１日以内に業務に着手 

・応急活動（救助・救急以外）の開始 
・避難所生活支援の開始 
・重大な行事の手続 

Ｂ 遅くとも発災後３日以内に業務に着手 

・被災者への支援の開始 
・復旧・復興に係る初動体制の確立 
・他の業務の前提となる行政機能の回復 

Ｃ 遅くとも発災後１週間以内に業務に着手 

・被災者への支援 
・被災者支援の前提となる業務の開始 
・窓口行政機能の回復 

Ｄ 遅くとも発災後２週間以内に業務に着手 

・復旧・復興に係る業務の本格化 
・被災者への支援 

Ｅ 遅くとも発災後１ヶ月以内に業務に着手 

・その他の行政機能の回復 

※本計画が発動されている期間内は、限られた資源を非常時優先業務に優先的に配分するため、
それ以外の業務は積極的に休止するものとする（＝休止業務）。休止した業務は災害の復旧・
復興の経過に応じて順次再開するものとする。 
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第４章 業務継続計画の継続的な改善 

 

１ 教育及び訓練の検討・実施  
本計画を発動する事象が発生した場合には、全庁的な対応が必要となるため、全

職員が業務継続計画の重要性をはじめ、各部門、各自の役割を理解しておかなけれ

ばならない。 

そのため、平時から教育及び訓練を検討・実施するとともに、必要に応じて個別

業務のマニュアル等の整備に努めることとする。 

 

○教育及び訓練の例 

 参集訓練、安否確認訓練、連絡体制の確認、その他（自家発電機の起動確認等）  

 

２ 計画の見直し・更新   
教育及び訓練の実施を通じた計画の検証や、組織の改編、業務内容等の変更など、

必要に応じて計画内容の見直しを行い、より実効性のある計画を目指すこととする。 

 

○業務継続計画の策定・更新に係るＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

（出典：「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」平成 28 年２月 内閣府）



 
 

 

 

常滑市業務継続計画（ＢＣＰ） 

【南海トラフ地震想定】 

 

平成 29 年３月 策定 

令和 ６年９月 改訂 

〒479-8610 

常滑市飛香台３丁目３番地の５ 

常滑市防災危機管理課 

ＴＥＬ (0569)47-6107 

ＦＡＸ (0569)35-4567 

 


